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コード番号 9035  本社所在都道府県 福岡県 

(URL http://www.daiichi-koutsu.co.jp)
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米国会計基準採用の有無 無 

(1)連結経営成績                                    (百万円未満切捨て)  
  売上高 営業利益 経常利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年9月中間期 33,711 (   0.6) 2,644 (  60.3) 2,237 (  72.6) 
15年9月中間期 33,498 (   0.8) 1,649 (△15.7) 1,296 (△13.2) 
16年3月期 70,605 ( △1.2) 4,286 (   1.3) 3,504 (   5.6) 

  中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭
16年9月中間期 741 ( 429.1) 37 98 37 97 
15年9月中間期 140 (△75.6) 14 35 － － 
16年3月期 △2,111 (    －) △225 53 － － 
（注）①持分法投資損益 16年9月中間期 －百万円   15年9月中間期 －百万円   16年3月期 －百万円  

  ②期中平均株式数（連結） 16年9月中間期 19,534,329株 15年9月中間期 9,767,419株 16年3月期 9,767,381株 
  ③会計処理の方法の変更 無        

  ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態                                    (百万円未満切捨て)  
  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円 銭
16年9月中間期 114,717 13,471 11.8 689 64 
15年9月中間期 111,597 15,271 13.7 1,563 54 
16年3月期 114,211 12,774 11.2 1,298 64 
（注）期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期 19,534,128株 15年9月中間期 9,767,419株 16年3月期 9,767,219株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況                            (百万円未満切捨て)  

  営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円
16年9月中間期 1,288 △2,188 1,153 12,622 
15年9月中間期 270 △3,704 △754 7,750 
16年3月期 6,375 △3,241 △2,767 12,305 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 94社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） 3社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．17年3月期の連結業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円
通 期 72,750   4,100   1,400   

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 71円67銭   
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１．企業集団の状況 
 当社及び当社の関係会社（当社、子会社111社及びその他の関係会社１社（平成16年9月30日現在）により構成）に

おいては、タクシー、不動産、自動車関連、金融、その他の５部門に関係する事業を主として行っており、当社及び

当社の関係会社の事業内容及び位置付けは次のとおりであります。 

  タクシー事業 不動産事業 自動車関連事業 金融事業 その他事業 

連結財務
諸表提出
会社  

第一交通産業㈱  第一交通産業㈱      第一交通産業㈱ 

連結子会
社94社 

七福第一交通㈲ 
北九州第一交通㈱ 
八幡第一交通㈲ 
若松第一交通㈱ 
新協第一交通㈲ 
早良第一交通㈲ 
福岡第一交通㈱ 
第一交通㈱（川内） 
平塚第一交通（資） 
鹿児島第一交通㈱ 
宮崎第一交通㈱ 
大分第一交通㈱ 
第一交通㈱（豊南） 
肥後第一交通㈱ 
熊本第一交通㈱ 
長崎第一交通㈱ 
第一交通㈱（徳島） 
第一交通㈲（岩国） 
第一交通㈱（徳山） 
徳山第一交通㈲ 
福川第一交通㈲ 
広島第一交通㈱ 
平和第一交通㈱ 
第一交通㈱（新生） 
富士第一交通㈱ 
津和野第一交通㈱ 
みなと第一交通㈱ 
出雲第一交通㈱ 
第一交通㈲（松江） 
米子第一交通㈱ 
和歌山第一交通㈱ 
御坊第一交通㈱ 
白浜第一交通㈱ 
熊野第一交通㈱ 
第一交通㈱（神戸） 
御影第一㈱ 
第一交通㈱（姫路） 
大阪第一交通㈱ 

㈱アーバンエステ
ートダイイチ  

㈱ミュンヘンオート  
㈱第一モータース
（北九州）  
第一マルヰサービス
㈱  
第一オートガス㈱   
太陽モータース㈱   
豊海自動車㈱ 
㈱第一モータース
（大阪）  
芙蓉第一交通㈱  

㈱第一ゼネラルサ
ービス  

第一交通サービス㈱  
第一観光バス㈱ 
ダイイチダイナミッ
クスポーツ㈱ 
第一オーケイパーキ
ング㈱ 
那覇バス㈱ 
㈱パーク・スリー 
広島第一交通㈱ 
和歌山第一交通㈱ 
大阪第一交通㈱ 
群北第一交通㈱ 
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  タクシー事業 不動産事業 自動車関連事業 金融事業 その他事業 

連結子会
社94社 

堺第一交通㈱ 
千成第一交通㈱ 
鯱第一交通㈱ 
熱海第一交通㈱ 
伊豆第一交通㈱ 
沼津第一交通㈱ 
第一交通㈱（松本） 
第一観光タクシー㈱ 
明科第一交通㈲ 
第一交通㈲（高島） 
諏訪第一交通㈲ 
第一交通㈲（佐久） 
山梨第一交通㈱ 
甲州第一交通㈱ 
大聖寺第一交通㈱ 
山代第一交通㈱ 
山中第一交通㈱ 
太陽第一交通㈱ 
城南第一交通㈱ 
第一交通㈱（東京） 
芙蓉第一交通㈱ 
東京第一交通㈲ 
フラワー第一交通㈱ 
埼玉第一交通㈱ 
大久保第一交通㈲ 
サン第一交通㈲ 
県都第一交通㈱ 
高崎第一交通㈱ 
群北第一交通㈱ 
茨城第一交通㈲ 
観光第一交通㈱（水
戸） 
安全第一交通㈲ 
湊第一交通㈲ 
阿字ヶ浦第一交通㈲ 
仙台第一交通㈱ 
構内第一交通㈱ 
観光第一交通㈱（仙
台） 
松島ワカバ第一交通
㈲ 
東北第一交通㈱ 
札幌第一交通㈱ 
興亜第一交通㈱ 
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（注）１．上記事業は、「４．中間連結財務諸表等 注記事項 ④セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報

の区分と同一であります。 

２．当中間連結会計期間にフラワー第一交通㈱を買収し、新たに連結子会社の範囲に含めております。  

３．㈱アーバンエステートダイイチについては、重要性が増加したことにより、当中間連結会計期間から連結子会

社に含めることとしております。  

４．光第一交通㈱は平成16年6月16日付で那覇バス㈱に社名変更するとともに、同年7月18日からバス事業を開始

し、重要性が増加したため、当中間連結会計期間から連結子会社に含めることとしております。 

５．以下の連結子会社において、社名変更しております。 

      旧  社  名                新  社  名               社名変更日      

    戸畑第一交通㈱            小倉第一交通㈱          平成16年4月1日 

    協栄第一交通㈲            八幡第一交通㈲          平成16年4月1日 

    九州第一交通㈱            若松第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（福岡）        福岡第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（串木野）      川内第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（鹿児島）      鹿児島第一交通㈱        平成16年4月1日 

    第一交通㈱（宮崎）        宮崎第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（大分）        大分第一交通㈱          平成16年4月1日 

    みどり第一交通㈱          豊南第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（島原）        長崎第一交通㈱          平成16年4月1日 

    第一交通㈱（名古屋）      鯱第一交通㈱            平成16年4月1日 

    東京第一ハイヤー㈲        東京第一交通㈲          平成16年6月1日 

    徳島第一交通㈱            第一交通㈱（徳島）      平成16年7月29日 

    小倉第一交通㈱            北九州第一交通㈱        平成16年8月31日 

    川内第一交通㈱            第一交通㈱（川内）      平成16年8月31日 

    豊南第一交通㈱            第一交通㈱（豊南）      平成16年8月31日 

６．前連結会計年度まで関連会社であった㈱ユニゾンは、平成16年7月1日付で清算しております。 

  タクシー事業 不動産事業 自動車関連事業 金融事業 その他事業 

非連結子
会社17社 

  大分興産㈱       ㈱ダイイチ合人社建
物管理 
㈱第一アートインテ
リア 
㈱ダイイチ 
㈱トオーツウ 
第一酒販㈲ 
第一トラベルサービ
ス㈱ 
第一ケアサービス㈱ 
第一コム㈱ 
大阪第一トラベル㈱  
（資）夫婦松酒造店 
㈱エムビーアイ 
福岡東第一交通㈱ 
㈲鹿屋第一タクシー 
佐野第一交通㈱ 
第一タクシー㈱（東
京） 
第一タクシー㈱（仙
台） 

その他の
関係会社 

        ㈱第一マネージメン
ト 
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顧     
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当                
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《タクシー事業》

《不動産事業》

《金融事業》

《その他事業》

《自動車関連事業》

 広島第一交通㈱ ほか７８社 

 ㈱アーバンエステートダイイチ 
 ※1 大分興産㈱ 

 ㈱ミュンヘンオート 

 太陽モータース㈱ ほか４社 

 第一マルヰサービス㈱ ほか２社 

外車等販売事業 

 ㈱第一ゼネラルサービス 

仲介事業 

分譲・賃貸事業 

旅客運送事業 

修理・整備事業 

ＬＰＧ販売事業 

 貸金業 

 広島第一交通㈱ ほか４社 

 第一交通サービス㈱ 

 ※1㈱エムビーアイ 

 第一オーケイパーキング㈱ ほか１社 

 ※1㈱第一アートインテリア 

 ※2㈱第一マネージメント 

バス事業 

民芸品・家具販売事業

パーキング事業 

車両運行管理請負業 

損害保険代理店業 

 ※1㈱ダイイチ合人社建物管理 

 ※1㈱トオーツウ 

マンション管理事業 

情報通信事業 

（販売委託） 

コンピュータソフト開発事業 

 ※1第一ケアサービス㈱ 
有料老人ホーム事業 

 コンピュータ 
システム開発事業 

ＬＰＧ販売事業 

修理・整備事業 

 ダイイチダイナミックスポーツ㈱ 
ゴルフ練習場事業 

通信販売事業 

事業系統図 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

（            サービスの流れ   ※1 非連結子会社   ※2 その他の関係会社） 
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２．経営方針 
(1）経営の基本方針 

 昭和35年の創業以来「人の生活を大切にする」という基本理念を念頭におき、常に「顧客第一主義」、「現場第一主

義」に基づく経営を行っています。 

① お客様の立場に立って、真心を持ってお客様に接しご満足を頂くことを第一とします。 

②「現場第一主義」の考え方を徹底し、労使相互間の信頼関係と協力関係を重視します。 

③ 社会性を重視し、社会のお役に立つ事業を行います。 

 以上の基本理念を着実に実行して、更なる生産性の向上を図り、地域Ｎｏ.１になることを目指しております。 

(2）利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益配分を最重要課題の一つと認識するとともに、業績、経営環境の状況、財務体質の

強化や将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、安定した配当を維持していくことを勘案して利益配分を

決定いたします。 

  この方針の下、当期の配当金につきましては、今後の事業展開を勘案のうえ決定したいと考えておりますが、中間配

当金5円に加え、期末配当金を10円とすることで年間15円の配当とさせていただく予定であります。 

  なお、平成16年5月20日付をもって1株につき2株の割合で株式分割を実施しておりますので、従来からの株主の皆様

におかれましては、引続き期末まで保有されることで、従来の1株が株式分割により中間配当金は10円、年間配当金で

は30円となり、増配となる予定であります。 

 また、年２回の株主優待制度により、株主の皆様へは当社グループ会社にて利用可能な「タクシークーポン券」（通

販取扱商品・那覇バス乗車券と引換可）、「各種割引券」（不動産・自動車・介護・インテリア小物）、「施設利用

券」（九州民芸村・ゴルフ練習場）を所有株式数に応じて贈呈しております。 

(3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

 当社は、当社株式の流動性の向上及び流通の活性化と、個人投資家を中心とした株主数の増加を図るため、平成16 

年3月31日現在の株主の皆様に対し、平成16年5月20日付をもって1株につき2株の割合で株式分割を実施いたしました。

  また、今後も当社株式の流通性、株価水準、株主数を鑑み、投資単位の引下げに関して適宜検討してまいります。 

(4）目標とする経営指標 

 当社グループは、高収益体質の実現、株主資本の効率化を追求した経営を重視しており、株主資本当期純利益率（Ｒ

ＯＥ）10％以上の安定的な確保を目標としております。 

(5）中長期的なグループ経営戦略 

 当社グループは、連結収益及び連結利益の増大を図り、更なる競争力・企業体質を強化するため以下の項目を重点的

に推進してまいります。 

①  地域密着型ネットワークサービス事業の展開を心がけ、タクシー事業をベースにして他業種との業務提携を進め、

収益の向上を図ってまいります。 

  特に通販事業を通じて、全国にある事業所のネットワークやタクシー乗務員の豊富な地域の情報を生かすことで、

まだ知られていない各地の逸品を発掘し、インターネットに加えタクシー車内に通販カタログを備えるなど、独自の

販売方法により生産者・出品者の販路拡大にも協力し、地域との共生に努めてまいります。 

② 今後のタクシー事業における事業拡大・エリア拡大については、引続き、M＆A、事業所新設、新規増車により需 

要の多い大都市圏・地方主要都市圏を中心に実施してまいります。 

  また、投資効率の向上を図るため、事業所間での車両移動や既存事業所のスクラップアンドビルドにも取組んでま

いります。 

  さらに、平成16年10月1日付で当社タクシー事業の子会社への会社分割も完了したことにより、タクシー事業にお

ける規制緩和の環境下で、より地域に密着した営業戦略、小回りの利いたサービスの実施等、意思決定の迅速化と経

営責任を明確にすることで、より強固な企業集団の構築を推進してまいります。 

③ ＩＴ技術を活用することにより、顧客情報管理システムの充実と経費削減を推進してまいります。 

④  金融事業の㈱第一ゼネラルサービスにおいては、従来の金融商品に加え「劣後ローン」等の新商品の開拓に取組む

とともに、企業規模の拡大・広範囲の優れた人材の確保・資本市場を通じた資金調達手段の多様化を図ることを目的

として株式上場準備を進めております。 

⑤  当社は平成16年9月から当社及び子会社105社の資金を一元管理するＣＭＳ(キャッシュ・マネージメント・システ

ム)を導入しており、これらグループ会社の資金を当社が一元管理することにより、今後『企業内銀行』として余剰

資金の把握とグループ会社間の資金貸借による資金効率の向上を図り、有利子負債の圧縮に努めてまいります。 
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  また、併せてＣＭＳとファーム・バンキングを連動させて、これらグループ会社の支払業務とグループ会社間決済の

集約・システム化により、金融機関への手数料をはじめとする事務管理コストの削減を図ってまいります。 

⑥ 環境問題を経営課題の一つとして捉え、事業活動において積極的に環境保全の施策及び活動を推進してまいりま

す。 

⑦ 地域社会に根ざし、快適な生活環境を創造するＬＡＮＳＬＡＮＳＬＡＮＳＬＡＮＳ（ローカル・エリア・ネット・サービス）カンパニーの

確立を目指してまいります。 

(6）会社の対処すべき課題 

  わが国経済は、景気回復への足取りをたどり始め、雇用と所得環境についても緩やかに回復しておりますが、個人 

消費の本格的な回復までには時間を要するものと予想されます。 

  タクシー事業にあっては、当社グループは引続き営業所間での車両の配置転換を行うとともに、営業所の新設を含め

た増車や事業区域の拡大を図ってまいります。また、個人のお客様をターゲットとした営業キャンペーンの実施や介

護、代行運転、乗合、回数券・クーポン券の販売に加え、ポイントカード等のサービスにより固定顧客の確保に努めて

まいります。一方コスト面については、平成16年10月からの任意保険加入の義務化に伴う保険料負担の増加に対し、事

故防止のための安全運転及びマナーアップ等の乗務員への教育・指導の徹底を推進してまいります。 

  不動産事業にあっては、失業率の高止まりや年金制度改革・雇用不安などにより、今後も見通しが不透明な状況は続

くものと思われ、供給過多、需要の多様化、低価格化など、厳しい環境が続いております。このような状況のもと、当

社分譲マンション事業においては、引続き地元業者や大手販売代理会社との提携の強化、投資家向けの販売並びに在庫

の処分と新規プロジェクトの推進を図ってまいります。また、引続きインターネット時代に対応した、ＷＥＢサイトを

通した情報発信も推進してまいります。戸建事業においては、住まい手の個性の時代と考え、購入者との対話を大切に

したこだわりの住宅を供給してまいります。賃貸事業においては、引続き主要都市での賃貸ビルの買収による高収益賃

貸物件の獲得に努めるとともに、管理委託会社の指導による管理強化、営業社員のスキルアップ等を図ってまいりま

す。 

(7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社は、企業価値を継続的に高めていくために、透明かつ公正な経営組織の確立、経営の重要事項に対する意思決定

の迅速化、業務執行の監督機能強化を通じ、企業の健全性と経営の効率性を追求することが、経営上の重要課題の一つ

と考えております。  

 こうしたなかで、取締役会を原則月１回開催し、経営に関する重要事項の決定、業務執行状況の監督を行っておりま

すが、取締役には、高度な専門知識又は豊富な経験を有する人材を社内から登用し、透明かつ公正な企業活動の充実を

図っております。 

 また、平成4年12月から社外取締役に木村順治が就任し、経営判断に対するアドバイスのほか、取締役の業務執行の

監督を行っており、経営の透明性を図っております。  

 当社は監査役制度を採用しておりますが、経営の透明性を高めるため監査役4名全員を社外監査役（うち、常勤1名）

としており、内部監査体制として監査室を設置し、取締役会をはじめとする各会議体に出席し取締役の業務執行を監視

するとともに、随時内部監査を実施し、適正な業務推進が図られているかについてチェックしております。  

 委員会等設置会社への移行の是非については、今後も重要な課題として継続検討してまいりますが、当面、従来の取

締役と監査役という枠組みの中で、経営機構や制度改革を進め、監督と執行の分離を進めていく体制を整えることとし

ております。  

 内部統制面におきましては、コンプライアンス重視の観点から「行動憲章」を制定しておりますが、これをより一層

充実させるため、教育研修等により関係法令及び社内規定の遵守の強化を図っております。  

 また、従来より顧問弁護士、顧問税理士等から定期的にアドバイスを受けており、独立監査人である監査法人トーマ

ツと監査契約を締結し、会計監査を受けております。 

(8）関連当事者との関係に関する基本方針 

 平成16年9月30日現在、議決権比率38.13％により筆頭株主である株式会社第一マネージメントは、主要業務として損

害保険代理店業を行っております。 

  当社とは、事務所の賃貸を通じて一定の取引関係があり、今後も取引を継続していく予定であります。 
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３．経営成績及び財政状態 
(1）経営成績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、株式市況の回復やデジタル家電を中心とした企業収益の改善、設備投資

の改善等、総じて景気回復への明るさが見受けられましたが、原油価格の高騰、雇用不安などにより個人消費は本格的

な回復に至らず、厳しい経済環境で推移しました。 

 このような状況のなか、当中間連結会計期間の当社グループの業績は、売上高は前年同期比0.6％増加の33,711百万

円となりました。損益面につきましては、経常利益は前年同期比72.6％増加の2,237百万円となり、中間純利益は前年

同期比429.1％増加の741百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①タクシー事業 

  当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）の主力事業であるタクシー業界におきましては、依然回復傾向に

ない個人消費と規制緩和による競争激化の中、企業間格差が明確になりつつあります。 

  当社グループにおいては、決済機能を持たせたポイントカードの導入に向けて取組んだほか、当中間連結会計期間に

おいても引続き東京都区内その他政令指定都市などの需要の多い大都市圏での増車を中心とするタクシー車両の増減車

等による効率的配置を実施し、この結果、当中間連結会計期間中に88台増加し、9月30日現在の連結ベースでのタクシ

ー認可台数は5,949台（前中間期末比 225台増）となりました。また、9月6日付で長野県大町市のアルプス自動車㈱の

買収について合意がなされ、53台がグループ傘下に加入することとなり、これを加えますと6,002台となります。 

  なお、地域に密着した顧客サービスと個人利用者の利用促進、同業他社との差別化を図るため、当中間連結会計期間

においては以下のイベントを実施し、いずれも好評を頂きました。 

・「徳島第一交通３周年キャンペーンスタンプラリー」（徳島市内） 

・「つばめ＆薩摩オレンジ鉄道開通記念スタンプラリー」（鹿児島県内） 

・「お得な乗車キャンペーンビンゴゲーム」（宮崎県延岡市内） 

・「北広島営業所開設記念ビンゴゲーム」（札幌市内） 

 以上により、タクシー事業の売上高は前年同期比4.0％増加の22,101百万円となりました。 

②不動産事業 

（分譲事業部門） 

 マンション事業においては、当中間連結会計期間においても引続き好立地、好条件の分譲物件の供給に注力しまし

た。特に首都圏においては「ラコント恵比寿プライベートレジデンス」が販売即日で完売するなど好調に推移しており

ます（なお、これらの物件は竣工引渡しには至っておりませんので、当中間連結会計期間の売上高には寄与しておりま

せん）。このほか、当社グループにおいてタクシー事業で先行進出している地域での新規分譲物件の供給や首都圏近郊

での戸建部門の新規開発に向けて取組んでおります。 

  分譲事業部門の売上高は、竣工済物件の販売のほか、販売用土地の一括売却がありましたが、分譲マンションの新規

竣工による引渡し物件が前年同期に比して大幅に減少したことにより、前年同期比19.2％減少の5,310百万円となりま

した。 

（賃貸事業部門） 

  主に北九州市内、福岡市内において管理物件を増加させるとともに、単身者用物件の敷金減額キャンペーン等による

空室期間の短縮、入居率の向上を図りましたが、賃料の見直し等により賃貸事業部門の売上高は前年同期比0.1％減少

の1,385百万円となりました。 

  以上の結果、不動産事業の売上高は前年同期比14.9％減少の6,770百万円となりました。 

③自動車関連事業 

  自動車関連事業においては、ＭＩＮＩ車の9月中旬のニューモデル（オープンカー）の発売を前に買い控えの影響が

ありましたが、訪問営業への注力や顧客管理の徹底など営業推進体制の強化を図るとともに、ＢＭＷ車において３シリ

ーズの根強い人気が奏効し、売上高は前年同期比9.6％増加の2,037百万円となりました。 

④金融事業 

  前連結会計年度中に宮崎支店の新規開設及び北九州地区の支店統合など営業エリアの拡大・効率化を行うとともに、

新規顧客開拓に注力しビジネスローンは好調に推移しましたが、不動産担保ローンにおいて前連結会計年度中の大口融

資先の一括返済があり、金融事業の売上高は前年同期比4.8％減少の1,027百万円となりました。 

⑤その他事業 

  バス事業においては、7月18日付で沖縄県那覇市の民事再生手続中の那覇交通㈱から営業譲渡を受けた那覇バス㈱を

当中間連結会計期間から新たに連結子会社とし、路線バス事業に本格的に参入致しました。那覇バス㈱においては、モ

ニター制度の採用、乗務員の運転マナーの向上を推進し、市民に愛される公共交通機関として営業努力を行っておりま
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す。那覇バス㈱の238台を加えた9月30日現在の認可台数は358台となりました。 

  また、通信販売事業では全社員が職域を越えて情報提供・顧客紹介を行うとともに、取扱商品のアイテム数を従来の

黒酢を含め60品目以上に増やし、今後のカタログ頒布に向け取組みました。 

  以上の結果、その他事業の売上高は前年同期比31.9％増加の1,774百万円となりました。 

(2）財政状態 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益が1,954百

万円と前年同期に比べ1,257百万円の増益となったこと及び短期借入金の純増加により、仕入債務の減少、有形固定資

産の取得による支出はありましたが、前連結会計年度末に比べ253百万円増加し、当中間連結会計期間末には12,622百

万円となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間は1,288百万円（前年同期は270百万円）となりました。これ

は、主に税金等調整前中間純利益1,954百万円（同 696百万円）、タクシー車両の減価償却、Ｍ＆Ａによる営業権及び

連結調整勘定の償却を中心とする償却費用1,398百万円（同 1,398百万円）のほか、営業債権の増加による支出86百万

円(同 3,255百万円の減少）、仕入債務の減少による支出1,303百万円（同 3,953百万円）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間は2,188百万円（前年同期は3,704百万円）となりました。これ

は、主に営業車両の取得を中心とした有形・無形固定資産の取得による支出1,880百万円（同 3,924百万円）及び那覇

バス㈱の営業譲受による支出488百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果調達した資金は、当中間連結会計期間は1,153百万円（前年同期は754百万円の使用）となりました。

これは、主に長期借入金の約定弁済による支出9,062百万円（同 10,304百万円）はありましたが、長期借入の実行によ

る収入8,718百万円（同 11,562百万円）及び短期借入金の純増による収入1,655百万円（同 1,860百万円の支出）等に

よるものであります。 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません） 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としておりま
す。 
※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシ
ュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

(3）通期の見通し 

 通期の業績の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復をたどっておりますが、雇用と所得環境の回復力は依然弱

く、個人消費の本格的な回復までには時間を要するものと予想されます。 

  このような環境のもと、当社グループは更なるエリア及び規模の拡大を図り、地域社会に密着し、お客様本位のサー

ビスと顧客満足を視野に入れた付加価値の充実を図ってまいります。 

 連結売上高は72,750百万円（3.0％増加）、連結経常利益は4,100百万円（17.0％増加）、連結当期純利益は1,400百

万円を見込んでおります。 

  平成15年3月期 平成15年9月中間期 平成16年3月期 平成16年9月中間期 

自己資本比率（％） 13.2 13.7 11.2 11.8 

時価ベースの自己資本比率
（％） 

14.6 15.0 15.5 16.2 

債務償還年数（年） 19.4 － 12.0 － 

インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ（倍） 

2.9 0.4 4.7 2.0 
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４．中間連結財務諸表等 
(1) 中間連結貸借対照表 

   
前中間連結会計期間末 

（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２   11,142     13,955     13,651  

２．受取手形及び営業
未収金 ※２   13,426     13,649     13,588  

３．たな卸資産 ※２   20,536     18,257     18,163  

４．その他     2,590     2,453     3,240  

  貸倒引当金     △294     △374     △358  

流動資産合計     47,400 42.5   47,941 41.8   48,285 42.3 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１．建物及び構築物 ※２ 15,629     16,139     16,026    

２．土地 ※２ 34,400     34,791     34,480    

３．その他   2,939 52,970 47.5 3,329 54,260 47.3 2,853 53,360 46.7 

(2）無形固定資産     1,189 1.0   832 0.7   847 0.7 

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券   2,329     2,586     2,554    

２．長期貸付金   1,463     1,599     1,641    

３．繰延税金資産   －     3,651     3,750    

４．再評価に係る繰
延税金資産   2,143     2,090     2,094    

５．その他 ※２ 5,065     2,864     2,747    

    貸倒引当金   △964 10,037 9.0 △1,108 11,682 10.2 △1,070 11,717 10.3 

固定資産合計     64,197 57.5   66,775 58.2   65,925 57.7 

資産合計     111,597 100.0   114,717 100.0   114,211 100.0 
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前中間連結会計期間末 

（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び営業
未払金     4,652     5,761     7,181  

２．短期借入金 ※２   27,187     31,700     28,952  

３．賞与引当金     491     523     481  

４．その他 ※２   4,941     4,722     4,177  

流動負債合計     37,273 33.4   42,708 37.2   41,583 36.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２   51,576     46,411     47,848  

２．退職給付引当金     2,940     6,257     6,198  

３．役員退職慰労引当
金     1,005     1,066     1,044  

４．その他     2,538     3,855     3,706  

固定負債合計     58,060 52.0   57,591 50.2   58,796 51.5 

負債合計     95,334 85.4   100,300 87.4   100,380 87.9 

                     

（少数株主持分)                    

少数株主持分     991 0.9   945 0.8   1,055 0.9 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     2,020 1.8   2,020 1.8   2,020 1.8 

Ⅱ 資本剰余金     2,207 2.0   2,207 1.9   2,207 1.9 

Ⅲ 利益剰余金     14,197 12.7   12,334 10.8   11,827 10.4 

Ⅳ 土地再評価差額金     △3,114 △2.8   △3,046 △2.7   △3,045 △2.7 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金     28 0.0   23 0.0   △166 △0.1 

Ⅵ 自己株式     △67 △0.0   △68 △0.0   △67 △0.1 

資本合計     15,271 13.7   13,471 11.8   12,774 11.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計     111,597 100.0   114,717 100.0   114,211 100.0 
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(2) 中間連結損益計算書 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     33,498 100.0   33,711 100.0   70,605 100.0 

Ⅱ 売上原価     27,716 82.7   27,102 80.4   57,860 81.9 

売上総利益     5,781 17.3   6,609 19.6   12,745 18.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※１   4,132 12.4   3,964 11.8   8,459 12.0 

営業利益     1,649 4.9   2,644 7.8   4,286 6.1 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   31     24     53    

２．雇用開発助成金   56     26     86    

３．その他   421 509 1.5 311 362 1.1 819 959 1.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   683     644     1,383    

２．退職給付引当金繰
入額   123     －     142    

３．その他   54 862 2.5 124 768 2.3 215 1,741 2.5 

経常利益     1,296 3.9   2,237 6.6   3,504 5.0 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ － － － － － － 67 67 0.1 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除売却損 ※３ 71     181     391    

２．投資有価証券評価
損   529     24     13    

３．退職給付終了損失   －     －     5,934    

４．リース解約損失   －     70     －    

５．その他   － 600 1.8 7 283 0.8 33 6,373 9.1 

税金等調整前中間
(当期)純利益     696 2.1   1,954 5.8   △2,801 △4.0 

法人税、住民税及び
事業税   889     769     1,203    

法人税等調整額   △394 495 1.5 375 1,145 3.4 △2,020 △816 △1.2 

少数株主利益     61 0.2   66 0.2   126 0.2 

中間(当期)純利益     140 0.4   741 2.2   △2,111 △3.0 
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(3) 中間連結剰余金計算書 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,207   2,207   2,207 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高     2,207   2,207   2,207 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     14,313   11,827   14,313 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

１．中間（当期）純利益   140   741   －  

２．連結子会社の増加に
伴う剰余金増加高   49 189 8 750 49 49 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

１．配当金   146   146   195  

２．役員賞与   91   90   91  

３．土地再評価差額金取
崩額   －   5   69  

４．連結子会社の減少に
伴う剰余金減少高   3   －   3  

５．連結子会社の増加に
伴う剰余金減少高   63   －   63  

６．当期純損失   － 305 － 242 2,111 2,535 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高     14,197   12,334   11,827 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区 分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間(当期)純利益   696 1,954 △2,801 

減価償却費   1,079 1,164 2,386 

営業権償却   105 66 211 

連結調整勘定償却   213 167 427 

貸倒引当金の増減額(減少：△)   △12 50 158 

賞与引当金の増減額(減少：△)   21 39 11 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   808 59 4,065 

役員退職慰労引当金の増減額(減少 
：△)   32 22 71 

受取利息及び受取配当金   △48 △38 △88 

支払利息   683 644 1,383 

販売用不動産評価損   － 19 27 

固定資産除売却損益(益：△)   71 181 323 

投資有価証券評価損   529 24 13 

営業債権の増減額(増加：△)   3,255 △86 3,072 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △826 △401 996 

仕入債務の増減額(減少：△)   △3,953 △1,303 △1,274 

その他の資産及び負債の増減額   △569 △581 839 

役員賞与の支払額   △92 △91 △92 

その他   47 110 142 

小 計   2,040 2,002 9,874 

利息及び配当金の受取額   48 37 88 

利息の支払額   △661 △642 △1,358 

法人税等の支払額   △1,157 △109 △2,229 

営業活動によるキャッシュ・フロー   270 1,288 6,375 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   △932 △645 △2,407 

定期預金の払戻による収入   1,005 658 4,527 

投資有価証券の取得による支出   △328 △133 △418 

投資有価証券の売却による収入   318 406 358 

有形・無形固定資産の取得による支出   △3,924 △1,880 △6,921 

有形・無形固定資産の売却による収入   55 227 1,662 

短期貸付金の純増減額(増加：△)   37 24 41 

長期貸付による支出   △231 △353 △575 

長期貸付金の回収による収入   613 132 873 

連結子会社株式の取得による支出   △36 － △36 

連結子会社株式の追加取得による支出   － △89 － 

連結子会社株式の取得による収入   － 35 － 

営業の譲受に伴う支出   － △488 － 

その他の投資の取得による支出   △704 △944 △783 

その他の投資の回収・売却による収入   422 860 440 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,704 △2,188 △3,241 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区 分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額(減少：△)   △1,860 1,655 △1,780 

長期借入による収入   11,562 8,718 16,746 

長期借入金の返済による支出   △10,304 △9,062 △17,531 

自己株式の取得による支出   － △0 △0 

配当金の支払額   △146 △146 △195 

少数株主への配当金支払額   △6 △11 △6 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △754 1,153 △2,767 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △4,188 253 366 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   11,607 12,305 11,607 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   360 63 360 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額   △29 － △29 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高   7,750 12,622 12,305 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数  91社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

広島第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

第一交通㈱（松本） 

第一交通㈱（東京） 

仙台第一交通㈱ 

 なお、第一交通㈱(名古

屋)及び東北第一交通㈱につ

いては、当中間連結会計期

間において当社が買収した

ことにより、第一オーケイ

パーキング㈱、㈱パーク・

スリー及び豊海自動車㈱は

重要性が増加したことによ

り、それぞれ当中間連結会

計期間から連結子会社に含

めることとしております。 

 また、佐野第一交通㈱に

ついては、当中間連結会計

期間から事業を廃止してお

り、重要性が乏しくなった

ため、連結子会社から除外

しております。 

(イ）連結子会社の数  94社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

広島第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

第一交通㈱（松本） 

第一交通㈱（東京） 

仙台第一交通㈱ 

 なお、フラワー第一交通

㈱については、当中間連結

会計期間において当社が買

収したことにより、㈱アー

バンエステートダイイチ及

び那覇バス㈱は重要性が増

加したことにより、それぞ

れ当中間連結会計期間から

連結子会社に含めることと

しております。 

  

(イ）連結子会社の数  91社 

主要な連結子会社 

㈱第一ゼネラルサービス 

㈱ミュンヘンオート 

広島第一交通㈱ 

大阪第一交通㈱ 

第一交通㈱（松本） 

第一交通㈱（東京） 

仙台第一交通㈱ 

 なお、第一交通㈱(名古

屋)及び東北第一交通㈱につ

いては、当連結会計年度に

おいて当社が買収したこと

により、第一オーケイパー

キング㈱、㈱パーク・スリ

ー及び豊海自動車㈱は重要

性が増加したことにより、

それぞれ当連結会計年度か

ら連結子会社に含めること

としております。 

 また、佐野第一交通㈱に

ついては、当連結会計年度

から事業を廃止しており、

重要性が乏しくなったた

め、連結子会社から除外し

ております。 

  (ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

 主要な非連結子会社は、第

一酒販㈲、㈱ダイイチ、㈱ア

ーバンエステートダイイチで

あります。 

(ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

 主要な非連結子会社は、第

一酒販㈲、㈱ダイイチであり

ます。 

(ロ）主要な非連結子会社の名称

等 

 主要な非連結子会社は、第

一酒販㈲、㈱ダイイチ、㈱ア

ーバンエステートダイイチで

あります。 

  (ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

(ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

同    左 

(ハ）非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 
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項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項  持分法適用会社はありませ

ん。 

 持分法を適用していない非連

結子会社(第一酒販㈲、㈱ダイイ

チ、㈱アーバンエステートダイ

イチほか)及び関連会社(㈱ユニ

ゾン)については、それぞれ中間

純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除い

ても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

 持分法適用会社はありませ

ん。 

 持分法を適用していない非連

結子会社(第一酒販㈲、㈱ダイイ

チほか)は、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

 持分法適用会社はありませ

ん。 

 持分法を適用していない非連

結子会社(第一酒販㈲、㈱ダイイ

チ、㈱アーバンエステートダイ

イチほか)及び関連会社(㈱ユニ

ゾン)は、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は㈱

第一ゼネラルサービス及び㈱パ

ーク・スリー(中間決算日６月30

日)であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、中間決

算日現在の中間財務諸表を使用

しております。なお、中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

同    左  連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は㈱第一ゼネ

ラルサービス及び㈱パーク・ス

リー(決算日12月31日)でありま

す。連結財務諸表の作成にあた

っては、同社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項      

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同    左 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同    左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 
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項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  ② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

② たな卸資産 

販売用不動産及び未成販売

用不動産 

  個別法による原価法 

 ただし、時価が帳簿価額

の80％を下回る物件につい

ては、著しい価値の下落が

あるものとみなして時価に

より評価しております。 

同    左 同    左 

  商品 

当社は売価還元法による

原価法 

子会社は主として個別法

による原価法 

商品 

同    左 

商品 

同    左 

  その他のたな卸資産 

主として最終仕入原価法

による原価法 

その他のたな卸資産 

同    左 

その他のたな卸資産 

同    左 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付属

設備を除く）については定額

法 

 なお、主な耐用年数は、建

物及び構築物3～50年でありま

す。 

① 有形固定資産 

同    左 

① 有形固定資産 

同    左 

  ② 無形固定資産 

営業権 

 ３年で毎期均等償却 

② 無形固定資産 

営業権 

同    左 

② 無形固定資産 

営業権 

同    左 

  その他の無形固定資産 

 定額法 

その他の無形固定資産 

同    左 

その他の無形固定資産 

同    左 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同    左 

① 貸倒引当金 

同    左 

  ② 賞与引当金 

 主として従業員の賞与の支

給に備えるため、支給見込額

に基づき当中間連結会計期間

に負担すべき額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同    左 

② 賞与引当金 

 主として従業員の賞与の支

給に備えるため、支給見込額

に基づき当連結会計年度に負

担すべき額を計上しておりま

す。 
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項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異(3,710

百万円）は、15年による按分

額を退職給付引当金繰入額(営

業外費用)として費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年）に

よる定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を営

業外費用として費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を退

職給付引当金繰入額(営業外費

用)として費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(5年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(5年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 
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項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

      （追加情報） 

  厚生年金基金制度からの一

部脱退 

  当社及び連結子会社31社

は、タクシー事業所を主とし

て、第一交通グループ厚生年

金基金の一部変更による脱退

について、平成15年10月３日

に九州厚生局長から認可を受

けました。当社グループにお

いては当該一部変更について

退職給付制度の一部終了とし

て会計処理を行うとともに、

今回の厚生年金基金制度から

の大量脱退により退職給付会

計制度の適用初年度に在籍し

た従業員の未認識会計基準変

更時差異残高が実態に合致し

なくなったこと、当該一部終

了時点の未認識過去勤務債務

残高及び未認識数理計算上の

差異残高は多額で異常なオフ

バランス債務となったことか

ら、これらの未認識債務残高

を一括処理しました。 

  この結果、厚生年金基金規

約の一部変更により加入員数

が変更前の4,553名から484名

になることによる退職給付制

度の一部終了に伴う損失1,100

百万円及び、上記未認識債務

の一括費用処理に伴う損失

4,834百万円が発生し、これら

の合計5,934百万円を「退職給

付終了損失」として、特別損

失に計上しております。 
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項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社㈱第一

ゼネラルサービスは役員退職

慰労金の支払いに備えるた

め、役員退職慰労金支給内規

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同    左 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社㈱第一

ゼネラルサービスは役員退職

慰労金の支払いに備えるた

め、役員退職慰労金支給内規

に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同    左 同    左 

(5）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。なお、控除対象外消費税

は当連結会計年度の租税公課

として処理しております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得日から３か月

以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。 

同    左 同    左 
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  表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── （中間連結貸借対照表関係） 
  投資その他の資産の「繰延税金
資産」は、前中間連結会計期間末
までは「その他」に含めて表示し
ておりましたが、当中間連結会計
期間末において重要性が増加した
ため、区分掲記いたしました。 
 なお、前中間連結会計期間末の
投資その他の資産の「繰延税金資
産」の金額は2,339百万円でありま
す。 

────── 

  （中間連結損益計算書関係） 
  前中間連結会計期間において区
分掲記しておりました「退職給付
引当金繰入額」（当中間連結会計
期間は18百万円）は、営業外費用
の総額の100分の10以下となったた
め、当中間連結会計期間から営業
外費用の「その他」に含めて表示
することに変更いたしました。 

 

- 22 - 



注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、20,916百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、22,038百万円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額は、21,516百万円でありま
す。 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 
現金及び預金 
(定期預金) 

570百万円 

受取手形及び営
業未収金 

401 

たな卸資産 
(販売用不動産
及び未成販売用
不動産) 

10,559 

建物及び構築物 12,349 
土地 28,938 

計 52,818 

現金及び預金 
(定期預金) 

185百万円 

受取手形及び営
業未収金 

403 

たな卸資産 
(販売用不動産
及び未成販売用
不動産) 

8,577 

建物及び構築物 12,288 
土地 29,014 
投資その他の資
産「その他」 
(差入保証金) 

5 

計 50,474 

現金及び預金 
(定期預金) 

185百万円 

受取手形及び営
業未収金 

401 

たな卸資産 
(販売用不動産
及び未成販売用
不動産) 

9,717 

建物及び構築物 12,620 
土地 29,174 

計 52,099 

 上記物件について、短期借入
金6,568百万円、長期借入金 
31,050百万円、流動負債「その
他」(前受金)107百万円の担保に
供しております。 

 上記物件について、短期借入
金7,874百万円、長期借入金 
24,694百万円、流動負債「その
他」(前受金)177百万円の担保に
供しております。 

 上記物件について、短期借入
金8,254百万円、長期借入金 
28,193百万円、流動負債「その
他」(前受金)43百万円の担保に
供しております。 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 
 下記会社及び当社分譲物件購
入者の金融機関からの借入金に
対して次のとおり債務保証を行
っております。 

 下記会社及び当社分譲物件購
入者の金融機関からの借入金に
対して次のとおり債務保証を行
っております。 

 下記会社及び当社分譲物件購
入者の金融機関からの借入金に
対して次のとおり債務保証を行
っております。 

第一酒販㈲ 147百万円 
その他２社 145 

当社分譲物件購入
者（638名） 

1,692 

計 1,984 

第一酒販㈲ 116百万円 
当社分譲物件購入
者（561名） 

1,479 

計 1,595 

佐野第一交通㈱ 135百万円 
第一酒販㈲ 131 
当社分譲物件購入
者（584名） 

1,538 

計 1,805 
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（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次の
とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次の
とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次の
とおりであります。 

貸倒引当金繰入
額 

135百万円 

給料・手当 1,273 

賞与引当金繰入
額 

135 

退職給付費用 127 

役員退職慰労引
当金繰入額 

32 

貸倒引当金繰入
額 

134百万円 

給料・手当 1,313 

賞与引当金繰入
額 

144 

退職給付費用 50 

役員退職慰労引
当金繰入額 

41 

貸倒引当金繰入
額 

423百万円 

給料・手当 2,565 

賞与引当金繰入
額 

112 

退職給付費用 221 

役員退職慰労引
当金繰入額 

71 

  ─────   ───── ※２ 固定資産売却益は、土地売却
益67百万円であります。 

※３ 固定資産除売却損の主なもの
は、建物除却損67百万円であ
ります。 

※３ 固定資産除売却損の主なもの
は、建物除売却損111百万円で
あります。 

※３ 固定資産除売却損の主なもの
は、土地売却損236百万円であ
ります。 

     

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に記載されて
いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に記載されて
いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に記載されている科目
の金額との関係 

（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） （平成16年３月31日現在） 
現金及び預金勘定 11,142百万円 
預入期間が３か月
を超える定期預金 

△3,391 

現金及び現金同等
物 

7,750 

現金及び預金勘定 13,955百万円 
預入期間が３か月
を超える定期預金 

△1,332 

現金及び現金同等
物 

12,622 

現金及び預金勘定 13,651百万円 
預入期間が３か月
を超える定期預金 

△1,345 

現金及び現金同等
物 

12,305 
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① リース取引 
   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。  
② 有価証券関係 

Ⅰ前中間連結会計期間末（平成15年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅱ当中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

区    分 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 14 14 0 

区    分 取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 1,529 1,567 38 

(2）債券      

社債 13 17 3 

合    計 1,543 1,584 41 

区    分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 151 

(2）その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 578 

区    分 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 9 9 0 

区    分 取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 1,756 1,790 33 

(2）債券      

社債 13 17 3 

合    計 1,770 1,807 37 
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

Ⅲ前連結会計年度末（平成16年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

③ デリバティブ取引 

 前中間連結会計期間(自平成15年４月１日 至平成15年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至

平成16年９月30日)及び前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

 当社グループは、金利市場の金利変動リスクに対応する手段として、変動金利による借入金の支払利息を固定化

する目的で受取変動・支払固定の金利スワップ取引を行っていますが、特例処理を採用しているため、記載を省略

しております。 

区    分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 151 

(2）その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 332 

区    分 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 9 9 0 

区    分 取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 2,046 1,754 △291 

(2）債券      

社債 13 17 3 

合    計 2,060 1,771 △288 

区    分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

金融債 151 

(2）その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 326 
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④ セグメント情報 
ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）外部顧客に
対する売上
高 

21,255 7,959 1,858 1,079 1,345 33,498 － 33,498 

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ 132 571 24 － 728 △728 － 

計 21,255 8,091 2,430 1,103 1,345 34,226 △728 33,498 

営業費用 20,444 7,564 2,413 791 1,391 32,605 △756 31,848 

営業利益又は営
業損失(△) 

811 526 16 312 △45 1,621 28 1,649 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）外部顧客に
対する売上
高 

22,101 6,770 2,037 1,027 1,774 33,711 － 33,711 

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ 134 585 27 － 747 △747 － 

計 22,101 6,904 2,623 1,055 1,774 34,458 △747 33,711 

営業費用 20,265 6,463 2,586 738 1,754 31,809 △742 31,066 

営業利益又は営
業損失(△) 

1,835 441 37 316 19 2,649 △5 2,644 
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前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

グループ内の事業展開を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）タクシー事業 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー） 

(2）不動産事業 分譲住宅の企画及び販売、不動産の賃貸及び管理 

(3）自動車関連事業 外車・中古車の販売及び自動車の点検・整備等 

(4）金融事業 貸金業 

(5）その他事業 バス事業（路線・貸切）、パーキング事業及び車両の運行管理請負業務等 

ｂ．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１

日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

ｃ．海外売上高 

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１

日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
タクシー
事業 
（百万円） 

不動産事
業 
（百万円） 

自動車関
連事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）外部顧客に
対する売上
高 

43,900 17,809 4,080 2,124 2,691 70,605 － 70,605 

(2）セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ 265 1,125 52 － 1,443 △1,443 － 

計 43,900 18,075 5,205 2,176 2,691 72,048 △1,443 70,605 

営業費用 41,512 16,808 5,137 1,602 2,712 67,773 △1,454 66,319 

営業利益又は営
業損失(△) 

2,387 1,266 68 573 △21 4,274 11 4,286 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,563円54銭
１株当たり中間純利益
金額 

14円35銭

１株当たり純資産額 689円64銭
１株当たり中間純利益
金額 

37円98銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

37円97銭

１株当たり純資産額 1,298円64銭
１株当たり当期純損失
金額 

225円53銭

 潜在株式調整後１株当たり中間
純利益金額については、希薄化効
果を有している潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

  当社は、平成16年５月20日付で株
式１株につき２株の株式分割を行っ
ております。当社株式分割が前期首
に行われたと仮定した場合の１株当
たり情報については、それぞれ以下
のとおりであります。  

前中間連結会計
期間 前連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

781円77銭 619円01銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純損失金額 

7円18銭 130円81銭 

 なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額については、潜
在株式は存在するものの、1株当た
り当期純損失であるため記載して
おりません。 

     
     

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

中間純利益金額又は当期純損失（△）
（百万円） 

140 741 △2,111 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 90 

（うち、利益処分による役員賞与）（百
万円） 

(－) (－) (90) 

普通株式に係る中間純利益金額又は当期
純損失（△）（百万円） 

140 741 △2,202 

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,767 19,534 9,767 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益金額
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株
予約権の数386個）。 

新株予約権１種類（新株
予約権の数380個）及び
自己株取得方式によるス
トックオプション（株式
の数58千株） 

新株予約権１種類（新株
予約権の数386個）及び自
己株取得方式によるスト
ックオプション（株式の
数29千株） 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

厚生年金基金制度からの一部脱退 
  当社及び連結子会社31社は、タク
シー事業所を主として、第一交通グ
ループ厚生年金基金における厚生年
金基金規約の一部変更による脱退に
ついて、平成15年10月3日に九州厚生
局長から認可を受けました。 
  これにより当該基金の加入員数が
変更前の4,553名から484名となり、
退職給付制度の一部終了として会計
処理を行うこととなりますが、これ
に伴う損失は約1,180百万円と見込ま
れ、当連結会計年度において特別損
失として計上する予定であります。 
 また、今回の厚生年金基金制度か
らの大量脱退により退職給付会計基
準の適用初年度に在籍した従業員の
未認識会計基準変更時差異残高は実
態に合致しなくなったこと、当該一
部終了時点の未認識過去勤務債務残
高及び未認識数理計算上の差異残高
は多額で異常なオフバランス債務と
なったことから、これらの未認識債
務残高を一括費用処理することとい
たしました。これに伴う損失は約
4,870百万円と見込まれ、当連結会計
年度において特別損失として計上す
る予定であります。 

──────  （株式分割） 
 平成16年２月24日開催の当社取締役
会の決議に基づき、平成16年５月20日
付をもって次のように株式分割による
新株式を発行しております。 

(1）分割により増加する株式数 
    普通株式  9,798,800株 
(2）分割方法 
    平成16年３月31日最終の株
主名簿及び実質株主名簿に記
載又は記録された株主の所有
株式数を、１株につき２株の
割合をもって分割する。 
(3）配当起算日 
    平成16年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の前連結会計年度におけ
る１株当たり情報及び当期首に行われ
たと仮定した場合の当連結会計年度に
おける１株当たり情報は、それぞれ以
下のとおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

767円41銭 649円32銭 

１株当たり当期
純利益金額 

１株当たり当期
純損失金額 

49円92銭 112円76銭 
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５．営業の状況 

(2）タクシー事業 

(3）不動産事業 

① 不動産事業の販売実績は次のとおりであります。 

 （注） 前期まで「その他」に含めて表示しておりましたリフォーム、土地一括販売等の分譲関連販売実績（前中間期
253百万円、前期540百万円）を、当中間期より「分譲事業」に含めて表示しており、期間比較のため前中間期及び
前期を当中間期の表示と整合させております。 

 (1）販売実績  

事業の種類別セグメントの名称 前中間期  当中間期  前期 

   百万円  百万円  百万円 

タクシー事業 21,255 22,101 43,900 

不動産事業 7,959 6,770 17,809 

自動車関連事業 1,858 2,037 4,080 

金融事業 1,079 1,027 2,124 

その他事業 1,345 1,774 2,691 

合計 33,498 33,711 70,605 

タクシー事業営業実績  

項目 前中間期  当中間期  前期 

期末在籍車両数 5,724 台  5,949 台  5,861 台  

稼働率 90.7 ％  91.2 ％  90.8 ％  

走行キロ 162,107,795 ㎞  171,304,626 ㎞  334,441,596 ㎞  

運送収入 21,255 百万円 22,101 百万円 43,900 百万円 

走行１km当たり運送収入 131円 11銭 129円 01銭 131円 26銭 

項目  
前中間期 当中間期 前期 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

分 
譲 
事 
業 

  戸 百万円 戸 百万円 戸 百万円 

中高層住宅 236 5,595 141 3,456 531 12,711 

戸建住宅 41 723 23 388 77 1,762 

その他 － 253 － 1,466 － 540 

小計 277 6,572 164 5,310 608 15,013 

賃貸事業 － 1,386 － 1,385 － 2,795 

その他 － － － 74 － － 

合計 － 7,959 － 6,770 － 17,809 
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② 分譲住宅の契約実績は次のとおりであります。 

(4）自動車関連事業 

自動車関連事業の売上高の内訳は次のとおりであります。 

前中間期  

項目  
期首契約残高  中間期中契約高  中間期末契約残高  

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

  戸 百万円 戸 百万円 戸 百万円 

中高層住宅 210 5,057 278 6,798 252 6,259 

戸建住宅 16 443 45 891 20 612 

当中間期  

項目  
期首契約残高  中間期中契約高  中間期末契約残高  

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

  戸 百万円 戸 百万円 戸 百万円 

中高層住宅 196 4,866 227 5,930 282 7,341 

戸建住宅 13 288 24 412 14 313 

前期  

項目  
期首契約残高  期中契約高  期末契約残高  

数量 金額 数量 金額 数量 金額 

  戸 百万円 戸 百万円 戸 百万円 

中高層住宅 210 5,057 517 12,519 196 4,866 

戸建住宅 16 443 74 1,606 13 288 

項目 車種 
前中間期 当中間期 前期 

販売台数 金額 販売台数 金額 販売台数  金額 

外車 
販売 

  台 百万円 台 百万円 台 百万円 

ＢＭＷ車 113 570 151 770 307 1,530 

ＭＩＮＩ車 161 390 166 412 327 798 

その他外車 40 97 1 1 51 130 

小計 314 1,059 318 1,184 685 2,459 

その他 － 799 － 853 － 1,620 

合計 － 1,858 － 2,037 － 4,080 
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(5）金融事業 

金融事業の売上高の内訳は次のとおりであります。 

 （注） 「商工ローン」を「ビジネスローン」に、「不動産抵当ローン」を「不動産担保ローン」にそれぞれ名称変更し
ております。 

項目  
前中間期 当中間期 前期 

金額 融資残高 金額 融資残高 金額 融資残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

 ビジネスローン 515 4,300 599 4,948 1,080 4,711 

 不動産担保ローン 394 7,432 301 7,145 724 6,224 

 その他 170 10 127 10 319 8 

合計 1,079 11,743 1,027 12,103 2,124 10,944 
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